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山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）については、予算の範囲内において交付するものとし、山梨県補助金等交付規則

（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、新型コロナウイルス感染症（令和２年１月２８日政令第１１号に

より指定感染症に指定された感染症をいう。以下同じ。）の影響を受けた子どもや生活

困窮者など社会的弱者の生活を支えることを目的とした事業や活動（以下「事業等」と

い。）を支援することにより、地域課題の解決を図ることを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる団体は、山梨県内に事務所を有し、かつ県内を中心に活動して

いるＮＰＯ法人とする。 

 

（補助対象事業等） 

第４条 補助の対象となる事業等（以下「補助事業」という。）は、社会的弱者の生活を

支えることを目的とした事業で、次に掲げるものとする。 

 (1) 保健、医療又は福祉の増進を図る事業等 

 (2) 人権の擁護または平和の推進を図る事業等  

 (3) 男女共同参画社会の形成を図る事業等 

 (4) 子どもの健全育成を図る事業等 

 (5) 職業能力の開発または雇用機会の拡充を支援する事業等 

  (6) その他社会的弱者の生活を支える事業等で知事が認める事業等 

 

（補助率、補助限度額等） 

第５条 補助率は、補助対象事業費の１０／１０とし、補助金額の千円未満の端数は切り

捨てる。 

２ 補助限度額は、３０万円とする。 

３ 補助対象事業費が、１５万円未満の補助事業は補助の対象としない。 

４ 補助対象経費は、別表のとおりとする。 

５ 行政機関、公益財団法人、民間企業など他の機関から助成を受けている場合は、補助

の対象としない。 

 

（募集） 

第６条 募集は、別に定める募集要項により行う。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、所定の期日ま

でに、交付申請書（様式第１号）に次の書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

  (1) 事業計画書（様式第１号の２） 

  (2) 収支予算書（様式第１号の３） 
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  (3) 申請団体調書（様式第１号の４） 

(4) その他知事が必要と認めるもの 

 

（調査） 

第８条 知事は、前条の書類を受理し、必要と認めるときは、申請内容等について申請者

から聴取等の調査を行うことができる。 

 

（審査） 

第９条 審査は、一次審査（書類等）及び二次審査（選考委員会）により行う。 

２ 選考委員会の審査方法については、別に定めるものとする。 

  

（補助金の交付決定） 

第１０条 知事は、前条の審査に基づいて、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、

補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知する。 

 

（補助事業の変更等） 

第１１条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金交付

の決定を受けた後、次の各号の一に該当する場合は、予め事業変更（中止・廃止）承認

申請書（様式第３号）により知事の承認を受けなければならない。 

  (1) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

  (2) 補助事業の内容又は経費の配分の変更（ただし、補助対象経費の各費目間におい

て、いずれか低い額の２０％以内を増減させる場合を除く。）をしようとする場合 

 (3) 交付決定を受けた補助金の額に変更をきたす場合（ただし、補助事業の目的の達

成に支障をきたすことなく、かつ、事業計画の細部の変更であって、交付決定を受

けた補助金の額の増額を伴わない場合を除く。） 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容又はこれに付し 

た条件を変更することができる。 

 

（状況報告）  

第１２条  補助事業者は、知事から規則第１０条の規定により補助事業の遂行状況

に関する報告を求められた場合は、速やかに書面により報告しなければならな

い。  

 

（実績報告書） 

第１３条 補助事業者は、補助事業終了後又は廃止の承認を受けたときは、実績報告書（様

式第４号）に次の書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 (1) 事業報告書（様式第４号の２） 

  (2) 収支決算書（様式第４号の３） 

  (3) 経理関係書類（領収書の写し等支出の実績が証明できるもの） 

  (4)  その他知事が必要と認めるもの 

２ 前項の規定による実績報告書の提出期限は、補助事業の終了日若しくは廃止の承認を

受けた日から起算して１か月を経過した日又は補助金の交付を決定した年度の翌年度

の４月１０日のいずれか早い期日までとする。 
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（補助金の額の確定） 

第１４条 知事は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、その内容を審査のう

え補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第５号）により補助事業者に通

知する。 

 

（補助金の交付） 

第１５条 補助金の交付については、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めるとき

は、概算払いとすることができる。 

２ 補助事業者は、前項但し書きの規定により概算払いを受けようとするときは、概算払

請求書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の経理等） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の事実を明らかにした証拠書類を

整理し、かつこれらの書類を補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して

５年間保存しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得

財産」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間を経過するまでは、知事の

承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（様式第７

号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合、原則として交付した補助金のうち取得財

産を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し

た時から第１項で定める期間が経過するまでの期間に相当する分を返還させるものと

する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和２年１０月２０日から施行する。 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき

交付決定された補助金については、この要綱の廃止後も、なおその効力を有する。 
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（別表） 

  

補助対象経費は、その費用の項目別に次のとおりとする。  

 費目 内容 留意事項  

報酬 
補助事業の実施に必要なスタッフの人件費  

※法人の給与基準に基づく額とする  

法人の経常的な運営に係るスタッ

フの人件費は不可  

共済費 上記に係る法定福利費  上記に係る法定福利費は不可  

報償費 
補助事業実施に係る外部講師、ボランティア等

への謝金 

社会通念上妥当と認められる範囲

の額  

旅費 
補助事業に必要な移動に係る交通費、ガソリン

代、宿泊費（食費除く） 

 

需用費  

補助事業に必要な物品、オンラインに必要な機

器（タブレット端末、Wi-Fiルーター等）、消

耗品、感染予防物品（マスク、マウスシールド

、ゴム手袋、消毒液等）の購入費、印刷製本費 

購入単価５万円未満のもの  

法人の経常的な運営にかかる消耗

品で、補助事業に要したものと判断

が難しい物や、個人所有となる被服

費等は不可  

保険料 
ボランティア等の保険料  

通 信 運 搬

費 

補助事業に必要な通信費（オンラインツールの

有料プラン等）、書類・広報誌の郵送代 

個人名義の携帯電話等に関する通

信費、補助事業に要した物と判断が

難しいものは不可  

委託料  

補助事業のうち外部委託にかかる委託料 補助事業のうち主要な事業にかか

る委託や事業予算の 50％を超える

委託は原則不可  

使用料及

び賃借料  

補助事業に必要な機器、リース料、レンタカー

、会場使用料、コピー使用料、オンラインに必

要なITツール導入費等 

 

備 品 購 入

費 

補助事業に必要な機材、オンラインに必要なパ

ソコンやタブレット端末等の購入費等 

購入単価５万円以上のもの  

定められた期間内に処分（譲渡・売

却等）を行う場合は、知事の承認が

必要  

その他  

その他、補助事業に係るもので、知事が認めた

もの 

法人の運営に係る経常的な経費（家

賃・光熱水費・役員報酬等）、補助

事業の実施に直接必要とは認めら

れない法人の活動経費、交付決定前

の経費は不可  
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様式第１号 

 

                                                       第         号 

                             令和  年  月  日 

 

 

    山梨県知事   殿 

 

 

                                         所 在 地      

                                         団 体 名      

                                         代 表 者 名                             印 

                                         Ｔ Ｅ Ｌ      

 

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付申請書 

 

 

 このことについて、別紙計画書のとおり実施したいので、山梨県地域課題解決のための

ＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて補助金の交

付を申請します。 

 

 

      １ 交付申請額            円 

 

   ２ 事業計画書 （様式第１号の２） 

 

      ３ 収支予算書 （様式第１号の３） 

 

４ 申請団体調書（様式第１号の４） 

 

５ その他添付資料 
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様式第１号の２ 

事 業 計 画 書                      （全体） 

 

 事 業 名 

 

 

 

 

①事業の目的（地域の課題等を明確にしたうえで記載してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②事業の概要（詳細は別紙に記載してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③期待される事業効果（事業の成果などを記載してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 用紙が足りない場合は適宜追加してください。 
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※ 参考となる資料がある場合は別に添付してください。 

 

 事業の詳細、実施方法、実施スケジュールなどを記載してください。 

 

個別事業名 

 

事業の詳細 

 

実施期日 

 

実施場所 

 

参加人数 

     

※ 団体等の年間事業全体ではなく，補助対象となる事業のみを記載してください。 
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様式第１号の３ 

 

収 支 予 算 書 

 

○収入の部                                                       単位：円 

 

科  目 

 

予 算 額 

 

積 算 の 根 拠 

 

備  考 

    

合  計    

 

 

○支出の部                                                      単位：円 

 

科  目 

 

予 算 額 

 

積 算 の 根 拠 

 

備  考 

    

合  計    

 

※ 団体等の年間予算ではなく、申請に関わる事業収支のみを記載してください。 

※  支出の部〔科目〕欄には、「（別表）補助対象経費」の科目を記入してください。 
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様式第１号の４ 

申 請 団 体 調 書 

 

 団 体 名 

 

 

 

 代 表 者 

 

 氏名                            年齢  歳 

 

 住所 〒 

 

  電話              ﾌｧｯｸｽ 

 

主たる事務所 

の所在地 

または、事務担

当者連絡先 

 

１ 事務所（事務担当者）あり 

   住所 〒 

 

     電話             ﾌｧｯｸｽ 

   連絡者 職・氏名 

 

２ 代表者に同じ 

 

 設立年月日 

 

   年  月  日（活動歴  年） 

 

 団体の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

活 動 実 績・  

内  容  

 

 

 

 

 

 

  年度 

 

  年度 

 

  年度 

   

※補助金交付申請団体の概要をご記入ください。 

※活動内容がわかるﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・ﾁﾗｼ類、資料等があれば添付してください。 
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様式第２号 

 

                                                     第         号 

                           令和  年  月  日 

 

              殿  

 

 

                                              山梨県知事     印 

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金の交付決定について（通知） 

 

 令和  年  月  日付け    第     号で申請のあったこのことについて

は、山梨県補助金等交付規則第５条第１項及び山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支

援事業費補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり交付決定します。 

 なお、補助対象事業費の決算額が山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補

助金交付要綱第５条第３項に規定する金額を下回った場合には、補助金を交付しませんの

で、御留意ください。 

 

 

１  補助金の交付決定額      円  

 

２  補助金の交付の条件は次のとおりとする。  

（１）補助事業の内容又は経費の配分の変更を使用とする場合又は交付決定を

受けた補助金の額に変更をきたす場合は、あらかじめ知事の承認を受けな

ければならない。ただし、次に掲げる軽微な変更についてはこの限りでは

ない。  

ア  補助対象経費の各費目間において、いずれか低い額の２０％以内を増減さ

せる場合 

イ 補助事業の目的の達成に支障をきたすことなく、かつ、事業計画の細部の

変更であって、交付決定を受けた補助金の額の増額を伴わない場合 

（２）補助事業を中止し又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認

を受けなければならない。  

（３）補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は補助事業の遂

行が困難となった場合は、すみやかに知事に報告してその指示を受けなけ

ればならない。  
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 様式第３号 

 

                                                       第         号 

                             令和  年  月  日 

 

 

 

    山梨県知事   殿  

 

 

                                         所 在 地       

                                         団 体 名       

                                         代 表 者 名                            印 

                                         Ｔ Ｅ Ｌ      

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金事業 

変更（中止・廃止）承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け    第     号で交付決定の通知のあったこのこ

とについて、次の理由により事業計画を変更（中止・廃止）したいので、山梨県地域課題

解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、申請し

ます。 

 

 １ 変更（中止・廃止）の理由 

 

 

 

 

 ２ 変更（中止・廃止）の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※変更の場合：交付申請の添付書類に準じて、変更前と変更しようとする内容を    

比較記載した書面を添付すること。） 
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様式第４号 

 

                                                       第         号 

                             令和  年  月  日 

 

 

 

    山梨県知事   殿  

 

 

                                         所 在 地       

                                         団 体 名       

                                         代 表 者 名                            印 

                                         Ｔ Ｅ Ｌ      

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金実績報告書 

 

 令和  年  月  日付け    第     号で補助金交付の決定の通知のあっ

た補助事業について、山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱

第１３条第１項の規定により、その実績を次のとおり報告します。 

 

  １ 事業報告書   （様式第４号の２） 

 

  ２ 収支決算書   （様式第４号の３） 

 

 ３ その他添付書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 13 - 

様式第４号の２ 

 

事 業 報 告 書 

事業名（全体） 
 

個別事業名 事 業 の 詳 細 実施期日 実施場所 参加人数 

     

 

◇事業の成果 
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様式第４号の３ 

 

収 支 決 算 書 

 

○収入の部                                                      単位：円 

 

科  目 

 

予 算 額(A) 

 

決 算 額(B) 

 

決算額の内訳 

 

比較増減(B)-(A) 

     

 

合  計 

    

 

 

○支出の部                                                       単位：円 

 

科  目 

 

予 算 額(A) 

 

決 算 額(B) 

 

決算額の内訳 

 

比較増減(B)-(A) 

     

 

合  計 

    

 ※ 支出の部〔科目〕欄には、「（別表）補助対象経費」の科目を記入してください。 
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様式第５号 

 

                                                       第         号 

                             令和  年  月  日 

 

 

 

              殿  

 

 

                                             山梨県知事     印 

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金の額の確定について（通知） 

 

 令和  年  月  日付け  第    号で実績報告のあったこのことについて

は、山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱第１４条の規定に

より、次のとおり補助金の額を確定します。    

 

 

確 定 額               円 
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様式第６号 

 

                             令和  年  月  日 

 

 

 

    山梨県知事   殿  

 

 

                                         所 在 地       

                                         団 体 名       

                                         代 表 者 名                            印 

                                         Ｔ Ｅ Ｌ      

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金概算払請求書 

 

 令和 年  月  日付け    第     号で補助金交付の決定のあった補助事

業について、山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金交付要綱第１５条

第２項の規定により、次のとおり補助金の概算払いを請求します。 

 

 

 １ 概算払い請求額         円 

 

  ２ 内     訳 

 

補 助 金 交 付        

 

決 定 額 ①        

 

既 概 算        

 

交 付 額 ②        

 

差 引 額        

 

① － ② ＝ ③        

 

今 回 概 算        

 

請 求 額 ④        

 

 

備    考 

     

 

  ３ 概算払いの理由 

 

 

 

  ４ 支払い方法 

 

(1) 銀行名          銀行      支店    

    (2) 預金種別  （当座・普通） 

    (3) 
フ リ ガ ナ

口座名義 

    (4) 口座番号     № 
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様式第７号 

                                            

                             令和  年  月  日 

 

 

 

    山梨県知事   殿  

 

 

                                         所 在 地       

                                         団 体 名       

                                         代 表 者 名                            印 

                                         Ｔ Ｅ Ｌ      

 

 

山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金財産処分承認申請書 

 

 山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費補助金に係る補助事業により取得し

た財産を次のとおり処分したいので、山梨県地域課題解決のためのＮＰＯ活動支援事業費

補助金交付要綱第１７条第２項の規定により、申請します。 

 

 

 １ 処分しようとする財産の明細 

 

 

 

 ２ 処分の内容 

 

 

 

 ３ 処分しようとする理由 

 

 

 

 ４ その他必要な書類 


